
資料４「若年層の社会移動の状況（報告）」p6

「15～24歳の就学・卒業、就職を理由とした移動、地域別」のうち
その他（国外からの転入を含む）について、日本人と外国人の内訳

地方創生・行財政改革調査特別委員会
（令和２年９月２９日）において請求された資料

令和２年１０月２日
政策企画局 政策企画監室
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１．若年層の社会移動の状況（15～24歳の就学・卒業、就職を理由とした移動、地域別)

【特委提出資料P6 男性】

1出典：島根県人口移動調査（島根県統計調査課）

【地域区分】
南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
東海 ：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
西近畿：京都府、大阪府、兵庫県
中国 ：鳥取県、岡山県、広島県、山口県

（島根県は除く）

中国地方

総数

南関東地方

西近畿地方

その他（国外からの転入を含む）

注) 令和2年は令和元年10月から令和2年7月までの暫定値

東海地方

R2 男性
日本人 外国人

南関東 ▲ 202 ▲ 221 19
東海 ▲ 10 ▲ 28 18
西近畿 ▲ 174 ▲ 191 17
中国 ▲ 265 ▲ 293 28
その他 ▲ 50 ▲ 111 61
北海道 0 ▲ 1 1

東北 ▲ 3 ▲ 3 0

北関東 ▲ 11 ▲ 11 0

北陸・東山 ▲ 5 ▲ 6 1

東近畿 ▲ 13 ▲ 13 0

四国 ▲ 39 ▲ 41 2

九州・沖縄 ▲ 37 ▲ 40 3

国外 58 4 54

合計 ▲ 701 ▲ 844 143
（シェア93%）

令和元年10月から令和2年7月までの男性に関する暫定値について、日本人と外
国人の内訳

※令和元年５月１日から日本人と外国人に区分して調査を始めており、内訳は令和２年暫定値に限って
提出するもの。

【今回提出する内訳】
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１．若年層の社会移動の状況（15～24歳の就学・卒業、就職を理由とした移動、地域別)

2出典：島根県人口移動調査（島根県統計調査課） 注) 令和2年は令和元年10月から令和2年7月までの暫定値

【地域区分】
南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
東海 ：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
西近畿：京都府、大阪府、兵庫県
中国 ：鳥取県、岡山県、広島県、山口県

（島根県は除く）

中国地方

総数

南関東地方

西近畿地方

その他（国外からの転入を含む）

東海地方

R2 女性
日本人 外国人

南関東 ▲ 193 ▲ 197 4
東海 ▲ 8 ▲ 18 10
西近畿 ▲ 300 ▲ 296 ▲ 4
中国 ▲ 213 ▲ 265 52
その他 3 ▲ 48 51
北海道 ▲ 1 ▲ 1 0

東北 4 4 0

北関東 ▲ 3 ▲ 5 2

北陸・東山 ▲ 2 ▲ 4 2

東近畿 ▲ 14 ▲ 21 7

四国 18 8 10

九州・沖縄 ▲ 27 ▲ 29 2

国外 28 0 28

合計 ▲ 711 ▲ 824 113
（シェア100%）

令和元年10月から令和2年7月までの女性に関する暫定値について、日本人と外
国人の内訳

※令和元年５月１日から日本人と外国人に区分して調査を始めており、内訳は令和２年暫定値に限って
提出するもの。

【特委提出資料P6 女性】 【今回提出する内訳】


